
原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制
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 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害発生時に
おける事業者間協力協定」を締結。

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事
業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量
ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台
個人線量計 1,000個
全面ﾏｽｸ 1,000個
ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着 ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ

原子力災害発生時における事業者間協力協定（平成26年10月10日）

【協定事業者】
北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、
中国電力、四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】
原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、
原子力災害の拡大防止および早期復旧の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞおよび周辺区域の汚染検査・汚染除去
に関する事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等

個人線量計

ほっかいどうでんりょく

ちゅうごくでんりょく

とうほくでんりょく

しこくでんりょく

とうきょうでんりょく

きゅうしゅうでんりょく
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関係市町の生活物資等の備蓄
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 災害時に備え、関係市町では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じる事態と
なった場合、その他県内市町村が備蓄した食料及び生活物資等を県が調整し配布する体制を整備。

 同時に関係市町がそれぞれ民間業者等と締結した流通備蓄協定に基づく生活物資等を活用。

※1：物資備蓄数は平成31年4月1日現在。
※2：物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市町では常備薬、炊き出し用具等、

避難生活に必要な物資等を準備している。
※3：携帯ﾄｲﾚは含まない。（「避難所におけるﾄｲﾚの確保・管理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」

（内閣府）参照）

宮城県関係市町
食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

簡易ﾄｲﾚ等
（基）

毛布
（枚）

女川町 30,000 10,000 10 2,129

石巻市 55,836 54,871 1,321 30,347

登米市 15,032 15,276 30 9,792 

東松島市 180,000 217,000 980 26,213

涌谷町 800 10 100

美里町 1,096 1,056 62 300

南三陸町 5,550 5,568 - 200

生活物資の備蓄状況（※1～3）

市町 締結民間企業等

女川町 女川町商工会、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ

石巻市
㈱ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ、㈱ｲﾄｰﾖｰｶ堂、みやぎ生活協同組合、
㈱ﾂﾙﾊ、ﾎｰﾏｯｸ㈱、ｲｵﾝ㈱、仙台ｺｶｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ㈱、㈱伊藤園、
ｻﾝﾄﾘｰﾌｰｽﾞ㈱、㈱ｺﾒﾘ、㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、ﾒﾀｳｫｰﾀｰ㈱、(公社)宮城
県ﾄﾗｯｸ協会石巻支部

登米市
みやぎ生活協同組合、㈱ｳｼﾞｴｽｰﾊﾟｰ、ｴｽﾋﾞｰ食品㈱、㈱ﾖｰｸ
ﾍﾞﾆﾏﾙ、ﾎｰﾏｯｸ㈱、東北ﾍﾟﾌﾟｼｺｰﾗ販売㈱、仙台ｺｶｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ
㈱、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ

東松島市
みやぎ生活協同組合、仙台ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ㈱、NPO法人ｺﾒﾘ
災害対策ｾﾝﾀｰ、㈱伊藤園、ｻﾝﾄﾘｰﾌｰｽﾞ㈱、ﾒﾀｳｫｰﾀｰ㈱、(公
社)宮城県ﾄﾗｯｸ協会石巻支部

涌谷町
ﾀﾞｲﾄﾞｰﾄﾞﾘﾝｺ㈱、㈱菅野食品、(公社)宮城県ﾄﾗｯｸ協会大崎支
部

美里町
NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ、㈱ﾖｰｸﾍﾞﾆﾏﾙ、㈱ｳｼﾞｴｽｰﾊﾟｰ、遠田
商工会

南三陸町 みやぎ生活協同組合、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況
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宮城県の物資供給等に関する協定締結状況
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 関係市町及び避難先市町村から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認めら
れる状況になった場合、宮城県は、災害時における物資の供給に関する協定等を締結した民間企業
等に個別に要請。

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

災害時における応急生活物資供給等
の協力に関する協定等

災害発生時における応急生活物資
の供給等

宮城県医薬品卸組合、宮城県生活協同組合連合会、㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、㈱ﾛｰｿﾝ、㈱ｾﾌﾞ
ﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ、宮城県食品産業協議会、ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾗｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱、ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱
東北ｶﾝﾊﾟﾆｰ、ｲｵﾝｽｰﾊﾟｰｾﾝﾀｰ㈱、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ、森永製菓㈱、㈱ｹｰﾖｰ、
(同)西友、ｱｰｸﾗﾝﾄﾞｻｶﾓﾄ㈱、㈱ｱｲﾘｽﾌﾟﾗｻﾞﾀﾞｲｼﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ、㈱ｶｲﾝｽﾞ、㈱ｹｰﾖｰ、㈱ｻﾝ
ﾃﾞｰ、㈱ﾀﾞｲﾕｰｴｲﾄ、㈱ＬＩＸＩＬﾋﾞﾊﾞ、㈱ｶﾜﾁ薬品、㈱高速、ﾎｰﾏｯｸ㈱、(一社)宮
城県LPｶﾞｽ協会 計 24社

災害時における帰宅困難者等の支援
に関する協定

帰宅困難者等に対して、水道水、
ﾄｲﾚ、道路情報等を提供

㈱壱番屋、㈱ｵｰﾄﾊﾞｯｸｽｾﾌﾞﾝ、㈱ｽﾄﾛﾍﾞﾘｰｺｰﾝｽﾞ、㈱ｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ、㈱ﾄﾞﾄｰﾙｺｰ
ﾋｰ、㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、ﾐﾆｽﾄｯﾌﾟ㈱、㈱ﾓｽﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ、山崎製ﾊﾟﾝ㈱、㈱吉野家、㈱ﾛｰ
ｿﾝ 計 11社

災害時等における自動車等の燃料の
調達に関する協定

公用車等災害対策に必要な自動車
等の燃料の優先的な供給 宮城県石油商業組合、宮城県石油商業協同組合 計 2社

災害時の緊急物資の輸送に関する協
定

生活救援物資等緊急物資の輸送に
ついて (公社)宮城県ﾄﾗｯｸ協会 計 1社



避難先 施設名 避難受入人数

栗
原
市

旧栗原市立高清水中学校 282人

栗原市立高清水小学校 214人

栗原市畑岡公民館 99人

大
崎
市

鳴子公民館・鳴子ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ、
他59施設※

2,894人

合計 3,489人
PAZ

UPZ

準PAZ

 PAZ及び準PAZからの避難住民約3,500人の受入時には、宮城県と災害時協定を締結している指定業者等からの流

通備蓄と避難元自治体による備蓄、日本赤十字社宮城県支部に備蓄された物資（生活物資等）のほか、避難先自
治体に備蓄物資の提供を要請し、宮城県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を得て、避難施設に搬送する。

 宮城県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、宮城県から、原子力災害対策本部に対し物資調達の
要請を行う。

PAZ及び準PAZ内避難時の物資備蓄・供給体制

（※）物資備蓄数は概数

PAZ・準PAZ住民避難先栗原市備蓄
・食料：41,123食
・毛布：12,677枚 等

くりはらし

くりはらしりつ たかしみず

大崎市備蓄
・食料：61,900食
・毛布：6,160枚 等
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※60施設の中から状況に応じて割当て
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くりはらし はたおか
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日本赤十字社宮城県支部備蓄
・毛布：4,660枚
・緊急ｾｯﾄ(携帯ﾗｼﾞｵ、懐中電灯等）：5,111個
・安眠ｾｯﾄ(ﾏｯﾄ･枕等)：2,290個 等

PAZ境界線



PAZ

UPZ
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 物資供給の迅速性を高めるため、宮城県が宮城県倉庫協会と締結している協定に基づき、宮城県
は協会に所属する倉庫を物流拠点とし活用するほか、国等からの大量の支援物資を円滑に受け入
れ・仕分けし避難先等に搬送するため広域物資拠点を設定。広域物資拠点では、市町の要求を踏
まえて食料や物資を分別し、避難先等や一時集結拠点へ輸送。

 一時集結拠点では、地域住民の状況を踏まえて物資を供給。
 各拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

物資の調達・供給

※一時集結拠点は、放射線防護資機材の一時集結拠点と同じ場所に設置

広域物資拠点（県の暫定広域防災拠点：宮城県総合運動公園）
・避難・屋内退避住民に対する政府の供給食料・物資の集積
・協定締結した民間企業等の供給食料・物資の集積
・避難住民への食料・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報）の提供 等

一時集結拠点 〈15拠点〉 ※
・避難・屋内退避住民に対する食料・物資の供給
・追加で必要となる緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ資機材及び放射線防護資機材の集積
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報）の提供 等

【凡例】 広域物資拠点 一時集結拠点

国
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資
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民間倉庫

※
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況
に
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※
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況
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選
定



PAZ

UPZ

原子力事業者による生活物資の支援体制

 東北電力では、災害時に宮城県及び関係市町が備蓄する生活物資が不足する場合に備え、本店等
に備蓄している食料及び生活物資を支援する備蓄体制を整備。

 物資等の輸送に関しては、東北電力が原子力災害発生時に備えて、日常から物流業務を委託してい
る民間業者と締結した資機材運送の協力に関する協定を活用する。

食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

毛布
（枚）

合計 30,000 20,000 1,000

生活物資の備蓄状況

災害時における物資の輸送に関する協定等の
締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

原子力災害発生時
における資機材運
送の協力に関する
協定

輸送車両の
優先利用等 民間業者

※令和元年11月時点
※物資の供給は、宮城県からの要請に基づき、本店等に備

蓄されている物資を総合的に運用のうえ、要請に対応。
※上記備蓄数でも不足する場合は、必要に応じて流通物資

を活用して生活物資の確保に努める。

【凡例】 ： 本店、支店等
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